
173

はじめに

　ご紹介いただきました、栗田と申します。今日は「平和と宗教と公共を問う」
ということで、いまお話しされた小林先生や、鎌田先生、千葉先生はこの問題
に正面から深く取り組んでこられた先生ですが、私は、正直言って、この問題
に正面から取り組めるかどうか心もとない状況です。専門は中東の現代政治で
すが、私はそれを特に歴史学的観点から分析するということをやっています。
　これまでお話しされた、あるいはこれからお話しされる先生ほど、正面から
平和とか公共性とか宗教の問題に迫れるかどうかは分からないのですが、ただ
いま平和の問題等が語られる際、「世界的に見て一番情勢が不安定だ」というこ
とで、しばしば引き合いに出されるのが中東の現状ということは事実です。
　そこで、例えば、中東における戦争とか暴力というものは、どういう要因で
起きているのか。あるいは、いまの中東における戦争とか暴力を考えるとき、そ
こにおける宗教の役割、あるいは「宗教的政治運動の役割」と言うべきかもし
れませんが、それをどう捉えるべきか、といったことを考えてみることで、多少
は今日のシンポジウムのテーマにどこかで関わっていけるかなと思っています。
　早速、内容に入ります。

中東の現在の危機の根底にあるもの

　まず、中東の現在の危機の根底にあるものは何か、という点です。いまの中
東は、皆さんもご存じのように、大変な悲劇、混乱状態にあります。特に最近
は、それが単に中東の悲劇にとどまらずに、最初は「中東の問題」だったはず
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のものが、いつの間にか、例えば欧州に押し寄せる難民などの問題になってい
る。ヨーロッパ、アメリカ、あるいは日本も含む、先進諸国をも不安定化させ
る大きな要因になっているという現実があります。
　ただ、そういう問題を引き起こしている根底に何があるのかなと振り返って
みると、例えば、2014年以降、特に 2015年ですね、大きな問題となった、ヨー
ロッパに押し寄せる難民の問題ですが、それがどういう要因で出てきているの
かというと、ヨーロッパに押し寄せる中東系難民の半分は、皆さんもよくご存
じのように、シリア難民ですね。これがシリアの状況、内戦状態になっている
ということが背景に、シリアから出てくるわけです。
　ただ、ヨーロッパに押し寄せている中東系難民の約半分はシリア難民ですが、
あとの半分はというと、アフガニスタン、イラクからの難民なのです。いまは
シリア難民に脚光が当たっていますが、中東難民の残り半分は、イラク難民や
アフガニスタン難民なんですね。
　では、どうしてこういう国々の人々が難民化するということが引き起こされ
てしまったかというと、過去 20数年間、アメリカ主導の中東に対する戦争が
行われてきた。
　そのときにつぶされたのがイラクです。さかのぼれば、1991年の湾岸戦争か
ら始まるわけですが、最終的にはイラク戦争でサダム・フセイン政権が倒され
て、イラクが占領される。イラク戦争で完璧にイラクがつぶされる。あるいは
アフガン戦争によってアフガニスタンがつぶされる。
　つまり、そういう過去 20数年間のアメリカ主導の中東に対する戦争の中で
つぶされた国がアフガニスタンであり、イラクであるわけですね。要するに、中
東では、アフガニスタンとか、イラクとか、大国の軍事介入の結果、国ごとつ
ぶされてしまったような国家が、いくつも生まれてしまっている。それが、ほ
とんど丸ごと国をつぶされてしまったような人たちが難民となって流れ出すと
いう状況をつくり出しているわけです。。
　「中東難民」というのは、いま国際的に問題になっていますけれども、例えば、
いまシリア難民になっている人でも、5年前に「あなたは 5年後に難民になっ
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ているでしょう」と言っても、誰もそんなことは想像もしていなかった。
　2011年以前は、シリアだって誰もそんなことを想像もしていなかったでしょ
うが、例えば、アフガニスタンとかイラクの人だって、1970年代ぐらいに「あ
なたの人生の後半は難民として世界中をさまよって過ごすんだ」とか、「あなた
方の子孫はいずれ難民となって、世界中で寄る辺なく暮らすんだ」と言っても、
イラク人もアフガン人も、そのころは「そんなばかな」と笑ったと思うんです。
　1970年代は安定していて、アフガニスタンもイラクも、もちろん内政面では
さまざまな矛盾を抱えていたり、独裁政権だったりしたわけですが、そこそこ
庶民の生活は成り立っていて、普通に暮らしていたわけですね。それがいまや、
ほとんど国ごとつぶされて世界中に離散することになっているという、異常な
状況になってしまっているわけです。
　中東の難民問題一つ取っても、その背後を見ると、中東の現在の危機の根底
にあるものというのが、実は過去 20数年間、中東に対して行われてきたアメ
リカの戦争、アメリカ主導の軍事介入だということが分かります。
　これは既に述べたように 1991年の湾岸戦争から始まり、特に 2001年のいわ
ゆる「9・11」事件後は、「対テロ戦争」、テロに対する戦いだという口実で正
当化されるようになって、2001年のアフガン戦争、2003年のイラク戦争とい
うかたちで矢継ぎ早に行なわれた。1990年代から、21世紀に入るころに、急
にアメリカ主導の先進国による中東に対する集中的な戦争というのが繰り返さ
れるようになってきたわけです。それがいろいろな国を壊していって、基本的
には現在も中東における大混乱状況の根本原因を成していると言うことができ
ます。
　では、なぜ過去 20数年間、アメリカをはじめとする先進諸国、大国による
中東に対する戦争というのが本格化してきたのかというと、これは巨視的に見
るとやはり、国際政治の大きな構造の変化、「冷戦」体制の終結という要因があ
ります。
　「冷戦」終結というできごとが持った意味については、さまざまな評価があり
得ます。「冷戦」終結前の世界を振り返ってみると、もちろん、いわゆる「社会
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主義圏」も内部的には非常に矛盾を抱えていた。政治的自由の欠如とか、人権
弾圧とかがあったわけです。
　ただ、国際政治の構造の問題としては、「冷戦」期というのは、アメリカを中
心とする先進諸国の思惑を牽制する「社会主義圏」というのが現実の政治的な
力として存在したので、すべてがアメリカの思いどおりにはいかなかった。米
ソがにらみ合って、冷戦下であるというバランスを利用するかたちで、逆にア
ジア・アフリカ・ラテンアメリカ等の第三世界が自由に行動する余地が生まれ
るという、そういう時代でもあったと言えます。
　単純化して言ってしまうと、いわゆる「冷戦」体制解体後は、現実の力とし
ての社会主義圏がなくなってしまうので、要は、資本主義の勝利、特に最大の
資本主義大国であるアメリカの一人勝ち状態みたいな状況になってしまったわ
けですね。
　そのため、冷戦期ではできなかった、中東その他の諸地域に対する直接的な
軍事介入が可能になった。冷戦期にはアメリカをはじめとする先進国に基盤を
置く多国籍企業に対しては閉じられていた地域、それは、旧社会主義圏だった
り、中東だったりするわけですが、これまで閉ざされていた地域に対して新た
な利権を求めて、先進諸国が介入できるようになったのが冷戦後の状況なわけ
です。
　その過程では、たとえば旧社会主義圏であるユーゴにNATOが軍事介入した
ユーゴ戦争もありましたけれども、それ以外はと言えば、先ほど述べましたよ
うに、過去 20数年間の戦争は、圧倒的に中東に対して仕掛けられた。湾岸戦
争・アフガン戦争・イラク戦争、という風に中東が集中的に狙われ、それが近
年は「対テロ戦争」ということで説明されているわけです。
　なぜ中東が過去 20数年間、圧倒的にアメリカ主導の戦争の標的になってき
たかというと、その理由はすごく即物的ですが、石油です。現在の先進諸国国
にとって、いまでも一番重要なエネルギー源である石油、その石油の確認埋蔵
量の 3分の 2は中東にあるという確固たる事実があるわけです。
　また、単に即物的に石油があるという直接的な経済的利益だけではなく、例
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えば、アメリカがロシアに対してにらみを利かせる、あるいは中国に対してに
らみを利かせる、国際的な政治の場で他のスーパーパワーに対してにらみを利
かせるために、中東を押さえておくということは、戦略的・地政学的に決定的
に重要だという要因もあります。
　このように石油という観点から言っても、また戦略的・地政学的観点からし
ても、先進諸国にとって一番重要なのが中東だという事実があり、冷戦構造の
崩壊によって国際政治の仕組みが大きく変わった中で、過去 20数年間、中東
がアメリカをはじめとする先進諸国による戦争の標的になってきてしまったと
いうことが言えると思います。

「中東」という地域が経てきた歴史的経験

　ただ、次に確認しておきたいのは、振り返ってみると、中東が軍事的・戦略
的重要性、あるいは経済的重要性ゆえに、先進諸国による侵略とか、実質的な
植民地化の対象になるということは、実はいまに始まったことではないという
ことです。
　ここで「中東」という概念を確認しておきましょう。「中東」という言葉は、
みなさん日頃マスコミ等でよく耳にすると思いますが、改めて確認すると、わ
れわれが思っている以上に広い地域です。
　ご確認いただくと、西は北アフリカのモロッコ、それから、その南のモーリ
タニアも定義上含まれる。西はモーリタニアから、東はどこかというと、イラ
ン、さらにアフガニスタンも実は中東に含まれます。
　北はというと、北はトルコ共和国。南はというと、エジプトは当然ですが、エ
ジプトの南のスーダン。スーダンも 2011年に南北が分離して、いまは南スー
ダンとスーダンに分かれていますが、これまでは現在の南スーダンまで含めて
中東と呼んできた。だから、「中東」とは非常に広くて、西はモロッコから東は
アフガニスタン。北はトルコから南は南スーダンまでを含む地域を中東と呼ん
でいる。
　中東という概念自体がいつごろに成立したかというと、1902年に、アメリカ
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の海軍提督マハンという人が提唱したあたりが始まりだとされます。「中東」と
いう名称自体に表われているように、これはある意味では、最初から非常に戦
略的な概念で、19世紀末から 20世紀初頭、まさに欧米中心の帝国主義的な世
界の中で、アジア、アフリカをどう征服し、植民地支配していくかという中で
出てきた概念だと言えるかもしれません。
　「中東」概念は、19世期にはむしろより一般的だった「中近東」Near and 

Middle Eastという言い方を引き継ぐかたちで、それを 20世紀になって、この
マハンの時代あたりから「中東」Middle Eastという呼び方をするようになっ
たわけですが、このMiddle Eastという概念は、そもそもどこから見て「東」
なのかということから明らかなように、まさにヨーロッから見た世界観なわけ
です。ヨーロッパが、自分たちは進んだ「西洋」で、それに対して、遅れた「東
洋」というものが存在すると位置づけ、その「東洋」をどう分類して支配しよ
うかと考えたときに、自分から一番遠い地域は「極東」と名付け、近い方は「近
東」で、真ん中あたりは「中東」かな、と名付けてみた、という発想なわけで
す。今日は「中東」と「中近東」の違い（微妙にずれています）、「中東」概念
の変遷などの詳細は省きますが、いずれにせよ、「中東」はルーツからしてヨー
ロッパ中心主義的な呼び方で、それが 19世紀末～20世紀初頭に明らかに戦略
的・軍事的概念として確立されることになったと言えます。
　この中東という名前自体に刻み込まれているように、いまわれわれが中東と
呼んでいる地域は、まさに地政学的な、あるいは経済的な重要性ゆえに、遡れ
ば 19世紀以来、ヨーロッパ列強、先進諸国による侵略戦争や植民地化の的に
なってきた地域なのです。
　石油発見以前の、19世紀の段階でのヨーロッパの中東侵略というのは、軍事
的・戦略的な要因が大きな比重を占めていました。例えばスエズ運河がエジプ
トで 1869年開通しました。これによって、当時のエジプトは、地中海・スエ
ズ運河を通って、紅海・インド洋へと至る、今で言う「シーレーン」の要の一
つになってしまった。
　当時の世界における「世界の工場」といいますか、先進諸国のリーダーだっ
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たイギリス、そのイギリスにとって当時一番重要だった植民地というのはイン
ドです。そのインドへの道を押さえる上で一番重要な、戦略的な要衝のスエズ
運河というものをエジプトが擁することになってしまった。
　結果的に、スエズ運河を押さえるためには、あるいは「スエズ運河を擁する
エジプトを押さえる」ためには、あるいは、当時イギリスにとっての最大の競
争相手はフランスですから、「フランスが押さえないためには」自分が押さえる
しかない、ということになって、イギリスが介入し、最終的には 1882年です
が、エジプトの場合、スエズ運河という軍事的要因が決定打となって、イギリ
スに占領されるということが起きます。
　このあたりは 19世紀のいわゆる帝国主義まっさかりの時代で、またエジプ
トだけでなく、それに先立つかたちで、例えば、1830年には北アフリカのアル
ジェリアをフランスが早くも占領しています。
　さらに 20世紀に入るころになると石油の発見と採掘が本格化していく。ご
存じのように、だいたい第 1次大戦を機に、先進諸国のエネルギー源というの
が石炭から石油に転換します。そこで中東の石油を埋蔵している地域としての
重要性というのが決定的となります。
　中東は 19世紀から、エジプトはイギリスに占領され、アルジェリアはフラ
ンスに占領され、と、だんだん植民地化が進行化していったわけですが、最終
的には、いまのパレスチナとか、イラク、シリアなど、全アラブ地域が、第 1

次大戦後に英仏によって事実上の植民地として分割されます。第 1次大戦の後、
さすがにもう 20世紀で、民族自決権という考え方なども広まっていき、あか
らさまな植民地化というわけにはいかないので、国際連盟の「委任統治領　
Mandate」というかたちをとります。
　これはある意味では非常に偽善的な論理で、もちろん中東地域の人々も、最
終的には民族自決権を行使して独立する権利はある、と。ただ、残念ながら、い
まはその段階に達していないから、そういうレベルに達するまで、先進国が国
際連盟の「委任」を受けて監督してあげなさいというかたちで植民地支配を許
す、そういう形式の統治でした。
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　国際連盟がイギリスに委任統治領として、イラク、パレスチナ、ヨルダンと
いった地域を与える。あるいはフランスに委任統治領として、シリア、レバノ
ンといった地域を任せる、Mandateする、というかたちで、事実上の植民地化
がされました。
　既に 19世紀からイギリスがエジプトを、フランスがアルジェリアやチュニ
ジアを押さえるといった形で占領・植民地化は進んでいたわけですが、最終的
には、石油というファクターが決定となって、第 1次大戦後に国際連盟委任統
治領というかたちで、事実上は英仏による全面占領、植民地化が完成するわけ
ですね。
　この過程で、ご存じと思いますが、イギリス委任統治領と指定され、切り分
けられたパレスチナという地域に、イギリスの委任統治当局のお墨付きの下で
欧米から移民を受け入れ始めた。移民国家、入植者国家をつくり始めて、それ
が戦後独立して、いまのイスラエルというかたちを取ります。これがパレスチ
ナ問題の起こりです。
　パレスチナ問題というのは、基本的には、第 1次大戦後の英仏による中東分
割、植民地化の過程で作り出された問題で、要するに、大英帝国の中東経営の
都合上、考え出された仕組みですね。いずれ自分たちが植民地に独立を与え、撤
退させられるようになった後も、自分たちの意を汲むかたちで、現地で大国の
エージェント的な政治を続けてくれる入植者の国家をつくっておく。入植者国
家を埋め込んでおくことで、将来的にも中東を支配しやすくしておこうという
考えのもとに、欧米から入植者を連れてきて入植者国家をつくりあげた。
　それを受けて第 2次大戦後、結果的にはイギリスからアメリカにパトロンを
変えるかたちで「建国」宣言をしたのが、イスラエルなわけですね。こうして
成立した入植者国家イスラエルが、現地の人、パレスチナの元来の住民のこと
を「パレスチナ人」と呼ぶわけですが、パレスチナ人から土地を奪ったり、追
放したりしたことによって起きている、そのいまも未解決な問題がパレスチナ
問題です。
　ここで強調しておくと、パレスチナ問題は宗教問題だと思っている人がいる
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かもしれませんが、これは誤りであって、宗教問題では全くありません。パレス
チナ問題は基本的にアパルトヘイトとか沖縄の問題とパラレルな、占領や植民
地化によって引き起こされる問題として捉えるべきで、ユダヤ教対イスラム教
ではない、宗教の問題では一切ないということを確認しておきたいと思います。
　話があっちに行ったり、こっちに行ったりしましたけれども、要するに、こ
こ 20数年間、冷戦後の世界で、社会主義圏崩壊の結果、先進資本主義諸国の
暴走と言いますか、経済的にはいわゆる「新自由主義」や経済的「グローバリ
ゼーション」が猛威を振るい、政治的・軍事的には、資源があるところ、戦略
的に重要な地域には軍事介入をしても許されるという状況が生まれてきている。
　その中で中東は標的になってきたわけですが、これは実はいまに始まったこ
とではなく、ほぼ百年以上前から続いてきたプロセスで、19世紀末のいわゆる
帝国主義の時代には、イギリスやフランスが中東への侵略・植民地化を進めて
いた。中東では、いま始まったわけではなくて、翻るとそのころには、すでに
そういう経験をしているということを申し上げました。
　ただ、20世紀は、特にやはり第 2次大戦後の 20世紀後半には、中東にも新
しい時代が訪れます。中東だけではなく、アジア・アフリカ・ラテンアメリカ
の AALA地域全体に共通する現象ですが、20世紀後半にはやはり植民地支配
の独立運動、あるいは、独立はそれ以前にしていたかもしれないけれども、宗
主国が自分の言いなりになる傀儡政権を埋め込むことで、経済的・政治的に支
配を続けていた国の場合では、「独立」ではなくて、傀儡政権を倒す「革命」と
いうかたちの変革が生じ始めます。
　中東も 1950～1960年代にはそういう時代を迎えて、皆さんが一番ご記憶だ
ろうと思うのは、エジプトのナセル大統領ですね。ナセル率いるエジプト革命
が 1952年に始まります。イギリスの操り人形だった王政を倒して、王政から
共和制に転換する。また、土地改革を行ない、王政の社会的基盤だった大土地
所有制を撤廃する。さらに 19世紀末にイギリスがスエズ運河を狙い占領した
ときから、延々とイギリスによる占領体制が続いたわけですが、そのイギリス
軍を撤退させました。
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　さらに、エジプト革命の過程では、政治的な主権だけではなくて、自国の経
済的発展のあり方を決めるという「経済主権」といった考え方も唱えられ始め
て、その過程でスエズ運河の国有化というできごとも起きる。これは同じ中東
のイランや、その後のアラブ諸国における石油国有化の動きとも連動していき
ます。単に政治的な独立だけではなくて、アジア、アフリカ、ラテンアメリカ
の人々の、自分たちの経済の在り方、社会発展の在り方を決めることも主権に
含まれるという考え方が生まれる。いま TPPが大きな問題になっていますけ
れども、そういうこともちゃんと考え、当時の第三世界の運動全体をリードす
るような動きをエジプトなどの革命政権が担う時期が訪れたわけです。
　先ほど述べたようにこれはちょうど国際的にはいわゆる「冷戦」期で、たま
たま第 2次大戦後、ソ連あるいは東欧の社会主義圏というものが、現実の力と
して、国際政治の場で成立し、それによって生じた米ソにらみ合いの状況が、逆
に第三世界がその隙間をぬって、政治的あるいは経済的な主権を回復するとい
うことを可能にした時期でもあったわけです。
　ただ、最初に話を戻しますと、20世紀後半、1950～1960年代というのは、中
東にとって、あるいは中東だけではなく、他のアジア・アフリカ・ラテンアメ
リカ諸国にとっても、それまでの 19世紀の残滓を引きずっているような、帝
国主義的な経済的・政治的従属から解放されて、主権を回復する明るい展望が
見えた時期だったのですが、それは、最終的には結局、歴史の現実の問題とし
て、冷戦体制の終焉、アメリカの一人勝ち状態の中で崩れ去っていきます。
　そういう意味で、中東の人々にとっては、1990年代以降の現在は、「再植民
地化」の時代、と捉えられているんですね。この点で、先進資本主義社会に生
きる人びとと、アジア・アフリカの人々の現状認識はかなり違っていると言え
るかもしれません。
　1990年代以降というと、日本だと「冷戦が終わって平和な時代が訪れて、グ
ローバリゼーションの時代になった」という認識が割合一般的で、その際「グ
ローバリゼーション」は基本的に明るいイメージで捉えられていたと思うので
すが、中東の人と話すと、「結局は帝国主義に戻った」という反応が返ってくる
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のです。
　ソ連が崩壊し、アメリカがなんでもできるようになって、アメリカが、ある
意味ではかつてイギリスやフランスがやっていたようなむき出しの帝国主義的
政策、経済的・軍事的な利害のためならどこにでも侵略戦争をしかけるという
ことができるようになった時代になってしまった、「いまわれわれは、再植民地
化の時代にあるんだ」という感覚が中東の人にはあるのです。
　これは必ずしも誇張ではなくて、現実に、巨視的に見ると、こうした中東の
「再植民地化」状況の中で、実際に 1990年代以降、最初はイラクのサダム・フ
セイン政権が隣国クウェートをいきなり侵略・併合するという暴挙に出たこと
をうまく利用するかたちで、アメリカのブッシュ（父）政権が中東への軍事介
入に乗り出した。冷戦後のアメリカが初めて中東に対する大規模な直接的軍事
介入をする糸口をつかんだのが、湾岸戦争だったんですね。
　さらに先ほども述べたように特に 21世紀になると、9・11事件などをうまく
使うかたちで、「テロとの戦い」という言い方でアフガニスタンやイラクに介入
するようになりました。
　そしてアフガニスタンとイラクに対しては軍事的に本当につぶしてしまう、
占領してしまって主権を奪うということをやりますが、実はそれが他の中東諸
国に対する一種の「サイン」でもあるわけですね。
　というのは、一方で、1990年代以降の時代というのは、アメリカの圧力のも
とに、いわゆる「新自由主義」的な経済政策を世界の諸地域に押しつけていく
時期なわけです。アメリカだけでなく、IMF（国際通貨基金）とか、世界銀行
とか、先進資本主義諸国の利害に沿った提言をする国際金融機関があって、そ
ういう機関が援助の条件として「構造調整」を求める圧力をかけてくるといっ
た形で、世界中の国がいわば多国籍企業の資本の論理のもとで翻弄されるよう
になった。
　以前だったら考慮されていた労働者の権利とか国民の生活などは置き去りに
され、いまはもう、日本を多国籍企業が、「企業が一番活躍しやすい国にしま
しょう」みたいなことを、安倍さんも堂々と言うわけです。資本の論理が全て、



184

中東情勢と日本・世界のゆくえ

という時代になってきているわけですね。
　中東ももちろん例外ではなくて、90年代以降、中東にも「新自由主義」的政
策を押しつけようとする圧力、多国籍企業に対して門戸を開放して、いろいろ
な規制も撤廃し、労働法等も緩和して、企業が活動しやすいような国にしろと
いう、IMFの勧告、「構造調整」圧力がかかってくるわけですが、中東諸国に
対する場合、実はその裏側に、もし従わないんだったら、イラクやアフガニス
タンみたいにつぶすぞという、そういう脅し、アメリカによる軍事的圧力が実
はすごく強くかかっているのです。
　だから、アフガン戦争とかイラク戦争というのは、単に軍事的にアフガニス
タンやイラクをつぶしただけではなくて、それを背景にするかたちで、中東全
体に対して「新自由主義」的経済政策を強いる圧力としても機能していたわけ
です。
　中東の人は、こういう状況を見て、どうも 1990年代以降、せっかく 20世紀
中ごろのナセルの時代に回復した政治的あるいは経済的な自立、主権というも
のが、どんどんなし崩しになっていって、結局は先進諸国に対する政治的ある
いは経済的な従属が深まっている、いまはそういう時代だという風に認識して
いると言えると思います。

日本の軍事化と中東

　ここで日本のことも簡単に触れておくと、現在、安倍政権の下の日本の政治
はとんでもないことになっています。戦後日本の土台になっていたはずの平和
主義というものがいつのまにか掘り崩されて、今や戦争ができる国にまっしぐ
らに進んでいる観があります。
　ただ、これは伏線があったわけで、安倍政権で突然始まったわけではないん
ですね。振り返ってみると、やはりイラク戦争を全面支持してしまい、イラク
に自衛隊を送った小泉政権の責任が大きい。あるいは、その前の湾岸戦争のと
きにも、日本政府は 90億ドル、最終的には 130億ドルという巨額の戦費を、ア
メリカに協力する形で提供している。さかのぼると、いまわれわれがその最終
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局面を目にしている日本の軍事化というのは、実はアメリカの 90年代以降の
戦争、特に中東に対する戦争と、軌を一にして進んでいるということを確認し
ておきたいと思います。
　例えば、「PKO法」の問題があります。いま南スーダンに自衛隊が国連の平
和維持活動、PKOに協力するという名目で行っていて、それに「駆けつけ警
護」という新しい任務を付与しようとしており、武器使用も大幅に拡大するこ
とになるので、いよいよ自衛隊が海外で戦闘を行なうことになるのではないか
と大問題になっています。ただ、それに反対する人でも、いま国民の多くは、
PKO自体は仕方ないんではないか、国連に協力するのなら仕方ないかもしれな
い、と思っていて、「PKO法」の存在自体には、あまり疑問を感じないかもし
れません。
　だけど、20数年前には、これはとんでもないことだったわけです。いまわれ
われが何となく当たり前のように思ってしまっている、自衛隊が国連に協力す
るという名の下に国外に出て、そこで実際に武器を持って活動をするというこ
との前提になっている「PKO協力法」ができたのは、実は湾岸戦争の後なわけ
ですね。
　湾岸戦争を境に、アメリカが冷戦後の世界の環境の変化を捉えて、今後はア
メリカ中心で戦争をやっていくんだという姿勢を明らかにする。それに対して
当時の日本政府は、本当はすぐにでも自衛隊を送って参加したかったんでしょ
うが、当時は国民の反発も強かったので自衛隊を送ることはできず、戦費 130

億ドルを負担するにとどめざるを得なかった。
　そこで湾岸戦争後、いきなり自衛隊をアメリカの戦争に協力するために海外
に送ったのでは、時の国民の世論が許さないので、だんだんと慣らしていく。そ
の際、国連に協力するんだったらいいでしょう、これは国連の平和維持活動に
対する協力なんだから、というかたちで出していく。国民の批判意識を眠りこ
ませていくわけですね。
　それの最初の一歩が「PKO法」だったわけで、結果としていまではわれわれ
は自衛隊が海外に行くということにいつの間にか慣らされてしまったわけです
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が、その発端となったのが湾岸戦争だったということは、やはり改めて確認し
ておく必要があります。
　21世紀になってからのことは皆さんもよくご記憶だと思いますが、その後も
日本の歴代の政府は、アメリカ主導の対中東戦争をことごとく支持し、協力し
てきました。
　2001年、9・11事件が起きて、それを名目にアメリカが「対テロ戦争」、こ
れは「テロとのたたかい」だと言い方で、アフガニスタン攻撃に突き進み始め
ると、当時の小泉政権は日本はアメリカのテロとのたたかいを支持する、と
言って、即座に協力姿勢を示しました。具体的には「対テロ特措法」というも
のを作り、アフガニスタンに直接陸上部隊は派遣しませんでしたけれども、イ
ンド洋上に自衛隊を送って、アフガニスタンで空爆を行う、アメリカや NATO

の軍隊に対する補給を行っています。
　さらに 2003年、今度はイラク戦争ですね。実際にはなかった「大量破壊兵
器」疑惑というものを口実に行われたイラク戦争にあたっても、小泉政権はこ
れを全面的に支持しました。
　かつ、初期の戦争、戦闘自体には参加しなかったわけですが、米英等による
イラク占領が始まると「イラク特措法」というものを制定して、とうとう陸上
自衛隊をイラクに派遣しました。サマーワにおける「復興支援」という名目で
はあったけれども、結局は米英主導の占領体制に協力する、加担するかたちで
自衛隊を送ります。
　さらに、あまり注目されていませんが、同時に自衛隊はあのとき、特にバグ
ダード近郊で空輸活動、米軍兵士とか武器を運ぶ空輸活動もやっていて、実は
アメリカの軍事行動にも深く関わっていました。
　このように日本はアフガニスタン戦争やイラク戦争に協力してきたわけです
が、実はこういう目立った戦争がないときでも、日本政府は着々と自衛隊の海
外派遣の拡大、「実績」づくりを進めてきました。
　その一つが、例えば　「海賊対処法」です。戦争ではないのであまり国民は意
識しなかったわけですが、2009年、ソマリア沖で海賊が出没して、石油の輸送、



187

千葉大学　公共研究　第 13 巻第１号（2017 年３月）

タンカーの航行などにも困難を引き起こしているから、その海賊対策だったら
いいだろう、というかたちで、「海賊対処法」という法律を作って自衛隊の艦船
をインド洋・ソマリア沖に派遣します。
　いまから振り返ると重要なのは、この時、海賊対処活動をやるには陸上の拠
点が必要だといって、東アフリカのジブチに自衛隊の基地を設けるということ
もやる。地元政府と正式に地位協定を結んで、初めて海外に自衛隊の恒常的基
地を置くに至りました。
　これはアメリカの世界戦略を補完する動きでもあって、実はこの頃からアメ
リカは、中東に続いてアフリカに対する経済的・軍事的関心を強めていく。ア
メリカをはじめとする先進諸国にとって、中東はもちろん重要ですが、逆に中
東は介入し過ぎた結果、不安定化してしまって、中東の石油だけに頼っている
わけにもいかない。
　では、中東に代わる石油やレアメタルの宝庫はどこかといったら、アフリカ
なので、近年、中東だけでなくアフリカに対しても、先進諸国が介入しようと
いう動きが非常に強まっていて、それを補完するかたちで、日本もアフリカに
進出し始めているわけですね。
　その一環としてジブチに基地を置き、さらに 2011年にスーダンから南スー
ダンが分離独立すると、その独立後の南スーダンに展開中の国連 PKOに、当
初は、「アフリカで一番新しい国づくりを応援するため」「国づくりに汗を流す
ため」、道路等のインフラ整備を行なうとして自衛隊を派遣するということも
やるわけです。先ほど触れたように、その南スーダンは現在は内戦状態になっ
ていて、そうした状況下で自衛隊に新たに「駆けつけ警護」任務を付与するこ
とが計画されているわけですが。
　このように日本の軍事化というのは、実は中東に対するアメリカの戦争とい
うものと非常に密接に関わるかたちで進行してきていて、その過程で昨年安倍
政権によって強行された「安保法制」につながる動きが作りだされたのだと言
うことができます。
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いま中東はどのような状況にあるか

　以上見てきたように、1990年代以降、「冷戦」終結後の中東というのは、巨
視的に言えばある意味で「再植民地化」状況にあると言えます。欧米をはじめ
とする先進諸国からの経済的・政治的自立が再び脅かされてしまい、経済的に
も、政治的にも、あるいは占領されているわけですから軍事的にも、従属が深
まってしまっているのが、90年代以降の中東の状況なわけです。
　ただ、そうした状況が転換する可能性、「潮目が変わる」可能性が一瞬だけ
あったとすると、それがまさしく 2011年でした。2011年に中東に生じた革命
状況、マスコミ等ではいわゆる「アラブの春」といわれるものです。これはま
ずチュニジアで始まり、ついでエジプトでも成功を収めたわけですが、独裁政
権を現地の民衆が、思いもかけないかたちで、内側から倒した。民衆の、平和
的かつ巨大なデモによって独裁政権が崩壊したわけです。日本や欧米のメディ
アでは、「遅れていたアラブ地域でもついに民主化が始まった」というような報
道の仕方がされました。
　2011年に中東で起きたのが、民主化運動であったことは事実です。ただ、同
時に重要なのは、そうやって民衆が倒したチュニジアやエジプトの政権とはど
のような政権だったかというと、実はこれらはまぎれもなく、90年代以降、中
東の「再植民地化」が進行して、欧米の経済的・政治的・軍事的な圧力が高まっ
ていく中で、それに抵抗もせず、唯々諾々として従った政権、中東の政権であ
りながら事実上先進諸国の傀儡と化して、主権を売り渡しつつあるような存在
だったわけです。
　例えば、イラク戦争の際にも、中東諸国の政府は表面上はアメリカのイラク
攻撃に反対・憂慮するポーズを示しましたが、実は戦争を黙認・協力した。エ
ジプトがスエズ運河を米国の軍艦が通ることを許さなければイラク空爆はでき
なかったわけで、エジプトのムバラク政権は事実上イラク侵略を手伝ってし
まっていたわけです。他のアラブ諸国も同じです。
　中東の国でありながら、中東に対するアメリカ主導の戦争に協力してしまっ
ている自国の政権。あるいは中東の民衆のための政府であるはずなのに、アメ
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リカや IMFの圧力に屈して、労働法の改悪とか、医療・福祉の切り捨てとか、
そういう「新自由主義」的政策、多国籍企業の利害のためだけの経済政策を国
民に押しつけている自国の政権。それが 90年代以降、中東で貧困・失業・格
差等の問題をもたらしたわけですが、そういう政権を倒したんですね。
　つまりチュニジアやエジプトで始まったことは、直接的には国内の民主化を
求める運動ですが、実はその背後にある先進国の支配に対してノーを突きつけ
た運動だったわけです。その意味で非常にラディカルな運動だったと言えます。
先進諸国の中東侵略や経済的支配に対する抵抗を、中東における民主化革命、
中東を内側から民主化するという形でやってのけた。
　それまでアメリカは、アフガニスタンやイラクに対して、こういう中東の国
というのは内側からは民主化できないから、外から民主化してあげる、解放し
てあげるといって戦争をしかけてきたわけですが、それに対して中東の人々が
内側から民主化をやってみせたわけです。それにより、先進諸国が今後中東に
手出しできないような状況を作り出していく。先進諸国の操り人形となってし
まっている中東諸国の政権を倒し、政治を国民の手に取り戻すことで、これま
で先進諸国によって押しつけられてきた「新自由主義」路線を拒否し、経済的
主権を回復することまで展望されていました。
　このように 2011年に中東で起きたいわゆる「アラブの春」は、国政の民主
化を求める運動であると同時に、それにとどまらず、国際的にも注目すべき動
きだったわけで、もし順調に推移することを許されていれば、例えば、90年代
から 21世紀初頭にかけてラテンアメリカで生じた一連の変革に匹敵する流れ
となった可能性があるとおもいます。ラテンアメリカでは、いわゆる「冷戦」
終結後、世界の他の地域が「新自由主義」路線、資本の利害のためのグローバ
リゼーションに巻き込まれていく中で、むしろこれに抵抗する動き、アメリカ
から経済的・政治的な主権を取り戻そうとする運動が発展し、「社会的公正」を
重視する政権が次々と誕生しました。
　中東で 2011年に始まった動きも同じような意義を持っていて、あのまま順
調に推移することを許されていれば、ラテンアメリカに近いような、各地で革
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命的諸政権が林立するような状況になったかもしれません。
　ただ、中東の場合は、先進諸国にとって、石油という点でも、戦略的にもあ
まりにも重要な地域なので、ここで革命的状況が発展していくことは、先進諸
国がなんとしても許さなかった。革命に立ち上がった民衆のエネルギーをなん
としても封じ込めて、混乱や流血、場合によっては内戦まで引き起こすことで、
逆に「中東は大混乱している。これは、やはり先進諸国が介入して、国際的関
与によって安定を取り戻さなければならない」と主張できるような状況に引き
戻すことが、2011年以降、先進諸国によってめざされることになったのです。
　マスコミ等ではしばしば、中東では 2011年に「アラブの春」が起きたかに
見えたが、いつのまにか「アラブの冬」になってしまった、というような表現
が見られます。宗教・宗派対立やら、ISの台頭やら、シリア内戦やら、かえっ
て以前よりひどい状況、「アラブの冬」になってしまったではないか、という言
い方がされるのですが、私が強調したいのは、むしろ「春」があったからこそ、
それをつぶすために混乱状況が作り出され、無理やり「冬」にされたというこ
とです。
　例えば、チュニジアやエジプトでの 2011年の革命の過程では、注目すべき
現象がありました。青年や女性、労働組合などが、大きな役割を果たしたこと
です。従来、欧米や日本のマスコミでは、中東の民衆の動きというと、中東は
非常に独裁政権が多いというイメージがあるわけだけれども、民衆運動として
伝えられるのは、いわゆる「イスラーム主義」的な運動ばかりで、「こういうイ
スラームに基づく運動があって、福祉活動等もやって、貧しい人の支持を集め
ています」といった報道が多かった。なぜか「イスラーム主義」的運動だけに
脚光が当てられる傾向があったのですが、実際には 2011年にチュニジアやエ
ジプトで革命が起きてみると、非常に特徴的な点は、そこで立ち上がったのは
イスラーム主義勢力ではなくて、むしろ青年であり、女性であり、特にチュニ
ジアの場合は労働組合であって、そういうまったくふつうの市民が展開した国
民的運動によって強権的政権が打倒されたわけです。
　これに対し、逆に 2011年以降、そうやって立ち上がった中東の民衆の運動
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を封じ込めようとする、女性の運動とか、あるいは労働組合の運動を封じ込め
ようというときに、「イスラーム」の政治利用という手法が重要になってきたの
です。民主的勢力を封じ込めるために、イスラームを掲げる政治勢力というの
を支援・強化することが重要になって、そういう「イスラーム主義」勢力とい
うものを、地域内では保守的な、まだ革命が起きていないサウジアラビアとか、
カタールとか、トルコとか、そういう国が一生懸命に応援する。
　あるいは国際的にも、実は 2011年から 2013年ぐらいにかけて、例えばチュ
ニジアやエジプトにおいて、「イスラーム主義」的な勢力を、実はアメリカや
ヨーロッパ、EU諸国が応援するということが現実の問題としてありました。
　2011年のチュニジアやエジプトの革命では平和的・国民的なデモによって
体制が倒れたわけですけれども、それを可能にしたものというのは何かいうと、
宗教・宗派に関係なく、全ての人が立ち上がったということなんです。
　われわれは中東というと、何かイスラーム一色のような感じに思っています
が、実際には、イスラーム教あり、キリスト教あり、ユダヤ教ありで、主要な
啓示宗教が次々と出てきた地域なので、いまもそれが積み重なっていて、世界
的に見てもまれな多宗教・多宗派共存型の地域なわけですね。
　例えば、エジプトでも、人口の 9割はイスラーム教徒ですけれども、1割程度
はキリスト教徒がいる。それもべつに欧米諸国から来たキリスト教じゃなくて、
もともとエジプトにいるコプト教徒というキリスト教徒、エジプトのイスラー
ム化以前の時代に遡る、非常に古い歴史を持つキリスト教徒がいるわけです。
　2011年の革命のときには、このような中東の多宗教・多宗派共存型の文化伝
統というものを背景に、民衆が宗教の違いを超えて立ち上がりました。中東は
細かく見ていけば多宗教・多宗派に分かれているわけですが、独裁に対しては
団結してたたかう。あるいは、先進国の中東に対する侵略に対しても団結して
たたかう。独裁とか植民地支配とたたかう時に宗教の違いは関係ないというこ
とで、そういう局面ではまとまる伝統が実はあるのです。民主化のためのたた
かいにおいては、イスラーム教徒だろうとキリスト教徒だろうと関係ないとい
う共通の理解があるわけです。
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　それを象徴するものとして、2011年の革命の際、たとえばエジプトの街角に
は「十字架と新月」のペインティングが溢れました。十字架はキリスト教の象
徴で、それから、新月（細い三日月として図像化されます）はイスラームのシ
ンボルなのですが、その十字架と新月を組み合わせた意匠、新月が十字架を抱
擁しているようなデザインのペインティングが町じゅうに溢れて、要は独裁政
権を倒すためにイスラーム教徒もキリスト教徒もまとまっていこうというメッ
セージが強調されました。
　これは実は、エジプトの近現代の革命史上、伝統あるシンボルで、先に触れ
たようにエジプトは 19世紀末にイギリスに占領されたわけですが、そのイギ
リスの植民地支配に対する抵抗闘争というのが起きていて、そのときにもこれ
が出てくる。第一次大戦直後の「1919年革命」という運動が有名ですが、その
際にもこのシンボルが用いられています。当時イギリスがエジプトを占領して
いて、「分割して統治せよ Divide and Rule」という、まさに植民地支配のため
の政策をとって、エジプト国内のイスラーム教徒とキリスト教徒の対立を煽ろ
うとするわけですね。これに対し、デモに立ち上がる人たちは、占領に対する
抵抗の過程では、キリスト教とイスラーム教の差など問題ない。みんなエジプ
ト人だ、団結してたたかおうというわけで、町中に「十字架と新月」の旗が溢
れたという歴史があります。
　それが、今度は独裁体制に対するたたかいの中でもう一度思い出される。民
主化のためのたたかいに宗教の差は関係ないということで、人々は宗教・宗派
を超えて立ち上がったわけです。
　話を戻すと、そうであるからこそ逆に、中東における変革の動きをつぶすた
めには、こういう民衆の運動やエネルギーを、分裂させ、封じ込めてしまうこ
とが必要になってくる。その中で例えばエジプトの場合には、やはりイスラー
ム教徒とキリスト教徒の対立をあおる、そのためにもイスラームを政治利用す
る「イスラーム主義」運動の勢力を伸長させる、といった手法が追求されるこ
とになります。
　あるいは、たとえばイスラームの中のスンナ派とシーア派という宗派間の対
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立をことさらに煽るような動きが、意図的に行われるようになる。いま、TVの
中東情勢解説などでは、「サウジを盟主とするスンナ派とイランを盟主とする
シーア派の対立」という話がしきりに出てきて、シリアの危機などもこの図式
で説明されがちですが、この「宗派対立」というもの自体が、2011年以降に急
激に煽られ、深刻化してきたものであることに注意する必要があります。
　やはり 2011年革命で爆発的な民衆のエネルギーが発揮されたという事実が
まずあって、それを支えていたのは宗教・宗派を超えた団結だったからこそ、
それを壊そうとする中で、宗教・宗派対立を扇動する、あるいはもともとは民
主化運動だったものを、意図的に宗教的な内戦へと誘導し、すり替えていくと
いうことが行われたのです。
　その結果、特に悲劇的な状況になったのがシリアです。シリアはある意味で
は、チュニジア、エジプト、イエメン、バーレーン、と広がっていった 2011

年中東革命の波を、アラブ諸国の支配層、先進諸国の操り人形である支配層の
人々がどこかで止めようと模索する中で、たまたま、「ここで止めよう」という
場所に選ばれてしまった、とも言えると思います。別にシリアでなくてもよ
かったのですが、とにかくここを舞台にして民主化運動を宗教的内戦に変質さ
せ、思い切り悲惨な状況、混乱状態を作り出すことで、革命に向かいつつあっ
た中東全体に冷水を浴びせるような効果が作り出されたのです。ここで中東革
命を止める場所としてシリアが選ばれました。
　その過程で、具体的にはシリアの場合、もともとはアサド独裁政権に対する
民主化闘争として始まったものを、ある時点からサウジアラビアとか、カター
ルとか、トルコとか、域内の非常に保守的な反動的な諸国、背後にアメリカが
ついているわけですが、それが一部のイスラーム主義武装勢力に対する、武器
援助・資金援助を始めました。それによって、最初は民主化闘争だったものを、
いつの間にかアサド政権とイスラーム武装勢力の間の「内戦」転化させてし
まったのです。当初民主化を求めていたふつうの市民は、悲惨な内戦状況下、い
まはもう声も上げられないような状態になってしまっているわけです。
　以上をまとめますと、1990年代以降、先進諸国に対する中東の従属が強まり、
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「再植民地化」と言われるような状況が進むなかでも、2011年中東革命によっ
て一瞬「潮目が変わる」可能性が生じ、内側から民主化を成し遂げることによっ
て、中東が先進諸国にこれ以上介入されないような状態を作り出し、経済的・
政治的自立性を回復しようとする動きがあったのですが、それをつぶそうとす
る中で、「イスラーム主義」的勢力を支援するとか、あるいは宗教・宗派の対立
を煽るという政策が、欧米も明らかに関与するかたちで行われました。
　その結果生み出された矛盾の、一番極端な例がいわゆる IS、「イスラーム国」
というものですね。ISの成り立ちについてはもっと詳しい説明が必要ですが、
非常に巨視的にはその背景には、2011年以降の中東のこのような状況のなかで
の欧米や中東の保守的諸政権の思惑、「イスラーム主義」勢力支援・育成という
事実があり、それから特に ISの場合は、イラク、シリア両国内における展開が
重なり、合流するかたちでいまの状態になっていることが指摘されています。
イラクではイラク戦争後のアメリカの占領体制下でスンナ派とシーア派を分断
統治し、「宗派対立」をあおる政策がとられ、これがフセイン体制崩壊後成立し
たシーア派主導の政権に対するスンナ派系の住民の不満を背景に、ISの前身組
織が勢力を伸ばす要因となったと言われます。他方シリアでは、これまで見て
きたように、混乱状態を作り出し、民主化運動を頓挫させようとする力が働く
なかで、「イスラーム主義」勢力が成長し、「宗派対立」が激化してきました。イ
ラクとシリアにおけるこのような展開が合流した結果、ISという非常にグロテ
スクな存在、それは結局は中東に対する先進諸国の介入が生み出したものであ
り、同時に先進諸国が今後も介入を続ける口実を提供する存在でもあるのです
が、が形成されることになりました。

私たちは平和のために何をすべきか。どこで頑張るか。

　こういう話をしていくと、たいてい最後の質疑応答のなかで、「では ISのよ
うな問題と立ち向かうためにはどうしたらよいか」という話題になったりしま
す。「本来のイスラームとは違うんですね」とか、「本来のイスラームとは何か
ということを、もっと中東の人と話し合う必要がありますね」という話になっ
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ていったりします。
　あるいは最近では、中東につづいてアフリカの情勢も不安定だが、「南スーダ
ンの紛争を解決するために何ができるでしょう」という話題になることもあり
ます。
　こうした議論が出るのはごく自然なことで、大いに話し合うべきテーマでも
あるのですが、一方で私は、わたしたちがいまの世界における平和の問題を論
じる際には、その大前提として、いまの世界における戦争や混乱はいったい何
によって引き起こされているのか、その基本的構図を冷静に把握する必要があ
ると思っています。話を最初に戻すと、いまの世界の基本的な混乱の元は、先
進諸国における中東やアフリカに対する軍事介入、戦争であり、日本の軍事化
というのも、まさにそのアメリカの戦争の片棒を担ぐかたちで起きているので、
ある意味では、世界にとって何が最大の危機かというと、アメリカの中東やア
フリカに対する介入こそが最大の問題で、それをどう止めていくか、あるいは
日本がどう「手伝わないようにしていくか」ということの方が、日本のわれわ
れにとって、まず考えるべき課題ではないかと思うのです。
　例えば、「ISと安倍政権と、どちらが危険か」という問題を考えてみましょ
う。もちろん ISがきわめて危険な存在であることは自明です。やっていること
自体がきわめて暴力的で言語道断ですし、ISは巨視的にみた場合、明らかに欧
米が中東を混乱させ介入するためにつくりだしたテロ組織（「9・11」事件を行
なったとされる「アル・カーイダ」もそうです）の系譜に連なる存在ですが、そ
ういう組織がいまあのように猛威をふるっているのは、いうまでもなく大問題
で、恐るべきことです。
　ただ、その ISと、安倍政権、日本は、かつては世界第 2位の経済力を持つ
といわれ、最近は何位か分かりませんが、やはり経済力で言えば一応世界で 5

指に入るような勢力であるわけですが、そういう経済大国、先進諸国の一国で
ある日本が、戦後守ってきた平和主義を捨てて、軍事大国化の道に足を踏み入
れようとしている、そのことを比べてみて、「ISと安倍政権、どちらが危険か」
というと、客観的には安倍政権だと私は思います。だからわたしたちにとって
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は、「ISとどう立ち向かうか」よりも、「安倍政権をどうすべきか」の方が取り
組むべき課題なのです。
　ですから、いま平和のために何をすべきかといったら、基本は日本で頑張る。
最後はそこです。安倍政権が「平和憲法」を改憲して、いよいよアメリカの戦
争に全面的に加担していこうとしている。それを日本という場所で止めていく
ことこそが、日本のわたちたちが世界の平和のためにできる最大の仕事なので
はないかと思っています。
　時間配分がまずく、申し訳ありませんでした。ありがとうございました。

（くりた・よしこ）

＊ 本稿は、地球福祉環境研究センターの「研究プロジェクト 3　時代を読む（5）─グローバラ
イゼーションとグローバル・ガバナンス」に関わる研究成果である。（公共研究編集委員会）


